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「知事重点事業」選定の考え方

「府政運営の基本方針（「大阪維新」2010）」（素案）（8月31日）では、平成21年度の「部局長
マニフェスト」をベースに、22項目の「主な政策課題」を設定した。22年度の「知事重点事業」
は、その中で提示した 「主な論点」のうち、具体的事業として特に重点的に取り組むものを選
定した。その考え方は以下のとおりである。

【「変革」と「挑戦」】
・ めざすべき大阪の将来像として提示している「将来ビジョン･大阪」は、「世界をリードする大
阪産業」「水とみどり豊かな新エネルギー都市大阪」「ﾐｭｰｼﾞｱﾑ都市大阪」「だれもが安全・安
心ナンバーワン大阪」「教育・子育て支援日本一大阪」といった柱を立てている。

・ 今の大阪の課題を直視しその解決を図りながら、大阪の将来像の実現をめざす。そのため
に、府として今何をなすべきか。課題解決のため、これまでの制度や施策を「府民の視点」
「利用者の視点」に立って組み立て直したい。将来の大阪のため、府県行政の殻に閉じ込も
ることなく、また、従来型の発想に縛られることなく、政策創造の新機軸に向けた一歩を踏み
出したい。

・ こうした思いから、極めて厳しい財政状況の中、「新規性」「府民へのメッセージ性」「緊急
性」の観点から、平成22年度の「知事重点事業」を選定し、限られた財源を有効に活用して、
これらに思い切った選択と集中を行うこととする。

※ なお、府庁舎移転、成人病Cの移転・建替えに伴い必要となる事業、「新型インフルエンザ対策」と
して対応が必要となる事業については、今後の状況に応じて、知事重点事業に追加することがある。



『「主な政策課題」の現状と論点』との対応表

≪「主な政策課題」の現状と論点≫ ≪平成22年度「知事重点事業」（案）項目≫

□ 世界をﾘｰﾄﾞする大阪産業

① 次世代産業の振興

② 中小企業支援・立地促進

③ 関西国際空港

④ 戦略ｲﾝﾌﾗの具体化

⑤ 物流戦略

□ 水とみどり豊かな新ｴﾈﾙｷﾞｰ都市大阪

⑥ 地球温暖化対策

⑦ みどりの風を感じる大阪づくり

⑧ 水都大阪

□ ﾐｭｰｼﾞｱﾑ都市大阪

⑨ 大阪の都市魅力の創造・発信

⑩ 大阪らしい文化を育む

A EV等普及、開発支援による新ｴﾈ産業振興

B 中小企業域外（全国・海外）展開支援

C 低炭素社会をめざしたまちづくり

D みどりの風を感じる大都市

E 「誰もが泳ぎたくなる川」をめざす

F 大阪ﾏﾗｿﾝ

G 水都大阪（ﾗｲﾄｱｯﾌﾟと水辺のにぎわい創出）

H ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄのまち大阪（おおさか全体をｶﾝｳﾞｧｽに）

（H ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄのまち大阪（おおさか全体をｶﾝｳﾞｧｽに））（再掲）



□ だれもが安全・安心ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ大阪

⑪ 総合治安対策の推進

⑫ 医療先進都市大阪

⑬ 障がい者雇用日本一

⑭ 雇用・人材の確保

⑮ 住宅・まちづくり政策の再構築

⑯ 大阪の地域力再生

□ 教育・子育て日本一大阪

⑰ 次世代育成支援

⑱ 子どもたちに確かな学力を

⑲ 府立高校の新たな特色づくり

⑳ 支援教育の充実

21 経済的理由で夢をあきらめない

高校修学支援

22 府立大学のあり方

(M 大阪の地域力再生)

I 先進的がん医療

J 障がい者雇用日本一

K 産業人材の確保

L 泉北ﾆｭｰﾀｳﾝ再生

M 大阪の地域力再生

N 市町村への乳幼児医療費支援

O 援護を要する子どもたちへのｾｰﾌﾃｨネット

P 中学校の学力向上策

Q 府立高校特色づくり

R 府立支援学校の整備

S 公私立高校生ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ

□ 地域主権

Ｔ 市町村への分権支援

（再掲）



A ＥＶ等普及、開発支援による新エネ産業振興

【商労部】新ｴﾈ産業振興に向けた具体的戦略の検討、関連産業のﾈｯﾄﾜｰｸ（ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄ）の形成、EVのためのｲﾝﾌﾗ・社会ｼｽﾃﾑの整備

【環農部】 EVを含むｴｺｶｰ普及方策の検討

H21部局長
マニフェスト

＊「低炭素社会」と「新ｴﾈ産業振興」の二つの政策目標を同時に実現することをめ

ざす

＊関西広域での取組みに広げる

備考

内 容項 目

～新ｴﾈのｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ拠点として世界をﾘｰﾄﾞ～

◇革新的な技術や製品、企業、人材をうみだす

＊「大阪産ＥＶ」製造を目指したｺﾝｿｰｼｱﾑ形成

＊新エネ産業参入のための中小企業研究開発支援 など

◇世界から企業、人材、資金、情報をよびこむ

＊ＥＶ普及（充電ｲﾝﾌﾗ整備、ＥＶﾀｸｼｰ等助成）

＊新ｴﾈ都市のﾌﾞﾗﾝﾄﾞを確立するための国際会議の開催誘致

＊夢洲・咲洲地区への新エネ産業誘致策の検討 など

概要

◇新ｴﾈﾙｷﾞｰ都市への挑戦。地球温暖化防止に寄与し、新ｴﾈﾙｷﾞｰ産業を他都市に

先んじて集積させるため、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝとﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを創出する新たな仕掛けを講じ、

大阪の強みである、ものづくり基盤技術を活かした「大阪産ＥＶ」の製造などに結び

つける。さらに、初期需要創出のための充電ｲﾝﾌﾗ整備を行う。

ねらい



B 中小企業域外（全国・海外）展開支援

【商労部】部の総合商社化をめざし、一元的な顧客名簿、管理ｼｽﾃﾑの整備などに

よる中小企業とのﾀﾞｲﾚｸﾄなﾈｯﾄﾜｰｸを構築し、がんばる中小企業を支援

H21部局長
マニフェスト

＊「ｵﾝﾘｰﾜﾝ・ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ企業を3年間で倍増」などの目標設定を行う

＊ｼｰｽﾞ発掘、技術開発支援、販路開拓支援などの「顧客化ｼｽﾃﾑ」を通して一貫し

た支援を行う

＊工場の府域外への移転、新設は対象外とする

備考

内 容項 目

◇域外展開を果たした企業ほど、企業の売上、利益率が大きい傾向を踏まえ、府

内中小企業の域外展開を促進させ、新たな取引先、販路開拓による成長のきっか

けづくりを支援

◇中小企業の成長を加速させる域外（全国・海外）展開を、多数の域外の取引先を

有する銀行等との連携・協力により推進

＊銀行との連携により、進出希望企業のﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ の実施支援

＊あわせて、取引先紹介・人材斡旋などの現地進出支援をﾊﾟｯｹｰｼﾞで提供

概要

◇府の商工政策の新機軸。「ﾕﾆｰｸな強み」「高付加価値」「国際競争力」を有するｵ

ﾝﾘｰﾜﾝ･ﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ企業として、将来の大阪経済の牽引役にという思いを込めて、府

内中小企業が、大阪に拠点を置いたまま、全国展開や海外進出を図る場合に支

援する。

ねらい



C 低炭素社会をめざしたまちづくり

【商労部】新ｴﾈ産業振興に向けた具体的戦略の検討、ｸﾞﾘｰﾝ電力証書取引ｼｽﾃﾑの

構築、EVのためのｲﾝﾌﾗ・社会ｼｽﾃﾑの整備

【環農部】 EVを含むｴｺｶｰ普及方策の検討、ｴｺ燃料販売促進

H21部局長
マニフェスト

＊「低炭素社会」と「新ｴﾈ産業振興」の二つの政策目標を同時に実現することをめ

ざす

＊関西広域での取組みに広げる

備考

内 容項 目

～「温室効果ｶﾞｽ－25％」へのｱﾌﾟﾛｰチ～

◇低炭素まちづくり推進

＊街区単位で省CO2対策を集中的にﾓﾃﾞﾙ導入

＊既存建築物、事業所における省CO2化支援

◇ｴｺｶｰ普及に向けた充電ｲﾝﾌﾗ整備等を官民一体で推進

◇温室効果ｶﾞｽ排出削減中長期計画の策定

＊府域だけではなく広域的な取組みが重要

◇関西州規模など広域で取り組む対策の調査検討

＊広域連携による施策提言など（国への政策提言など関西が国をﾘｰﾄﾞ）

概要

◇「温室効果ｶﾞｽ－25%」という低炭素社会への挑戦。大阪から低炭素社会のﾓﾃﾞﾙ

を発信するため、民間と協働で街区・事業所単位でCO2削減対策を集中的に実施

し、その効果を今後の関西広域での取組みや国への提言に活用する。

ねらい



D みどりの風を感じる大都市

【環農部】生駒山系花屏風の推進、遊休農地の解消と活用

【都整部】みどりづくり推進方策等をとりまとめ、22年度以降のｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝを策定

H21部局長
マニフェスト

＊「みどりの大阪推進計画」に掲げる目標は、H37年までに市街化区域における緑

被率20％（現況の1.5倍）

＊関連事業として各種緑化施策を推進

＊地域力再生にも資する「校庭の芝生化」は引き続き実施予定

備考

内 容項 目

◇地域の特性・実情に応じて公共投資や規制・支援手法を組み合わせ、重点化し、

みどりが少ないといわれる市街地に新たなみどり空間を形成

＊「みどりの風促進区域」（区域指定の上、規制誘導的手法、公共投資・支援手法

により緑化を推進）の制度化に向けた検討

＊市街地の緑化促進を視野に「都市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ」を改正

＊道路と沿道の民間施設などの一体緑化を実施し、花と緑あふれるｾﾐﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ空間

など厚みのあるみどり空間を創出するとともに、官民協働で維持管理を実施（※ﾓﾃﾞ

ﾙ事業）

概要

◇将来を見通し、「みどりの風」を呼び込む「都市構造」の形成を目標として掲げ、都

市計画手法等も活用しながら、府民が実感できるみどりを創出する。そのため、都

心部を中心に東西方向、放射方向の「みどりの軸」づくり、みどりの拠点づくりを集

中的に進めることとし、その第一歩として官民協働のﾓﾃﾞﾙ事業を実施する。

ねらい



E 「誰もが泳ぎたくなる川」をめざす

【環農部】水都大阪にふさわしい川を目指して水質改善を加速（事業場への改善要

請強化、寝屋川流域全12市との連携強化、寝屋川流域の環境基準の達成）

【都整部】水の回廊につながる寝屋川流域の水質改善を図り、水都大阪に相応しい

ものする（下水道高度処理の推進、合流式下水道の改善、浚渫等河川浄化事業）

H21部局長
マニフェスト

・BOＤ：水質を表す指標

・関連事業として、上流の恩智川、平野川等で河川浄化事業、下水道の高度処理・

合流改善、事業場指導などを継続的に実施するとともに、寝屋川流域協議会等を

通じて、下水道未接続12万人への呼びかけを行うなど、府民を巻き込んだ水質浄

化への取組みを図る

備考

内 容項 目

◇毛馬桜ノ宮公園におけるｼﾝﾎﾞﾙ事業（河川浄化事業）

＊新技術による河川浄化・ﾍﾄﾞﾛ浚渫

・民間新技術（現在、実証実験中）を活用し、府民に行政の水質浄化への取組姿勢

を明確にする

＊緩傾斜護岸、砂浜整備（水質浄化を実感） 等

概要

◇「水都大阪」再生のため、水の回廊を中心として、「誰もが泳ぎたくなる川」を実現

することを目標に、主な汚濁要因である寝屋川の浄化推進及び最新技術を活用し

たｼﾝﾎﾞﾙ事業を実施する（目標BOD〔寝屋川 京橋地点〕H26年：3.0mg/L、将来：

1.0mg/L）。

ねらい



F 大阪マラソン

【府文部】 大阪の都市魅力の創造のための戦略策定、大阪の都市魅力をｱｯﾌﾟさせ

る各種ｲﾍﾞﾝﾄの開催（大規模ｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄの開催）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

◇最大3万人のﾗﾝﾅｰが大阪が誇る名所旧跡を駆け抜けるｽﾎﾟｰﾂｲﾍﾞﾝﾄ（制限時間

最大7時間）

＊ﾗﾝﾅｰはもちろん、多くの府民も楽しめる、大阪を挙げての大規模なお祭

＊誰もが参加できるよう、ﾊｰﾌﾏﾗｿﾝ又は10ｷﾛﾏﾗｿﾝ、車いすﾏﾗｿﾝの設定を検討

◇実施時期 H23.10月～12月

◇主催 大阪府・大阪市・大阪陸上競技協会

◇効果

＊ｽﾎﾟｰﾂ人口の裾野拡大・ﾏﾗｿﾝの競技力向上

＊ﾁｬﾘﾃｨｰﾚｰｽと位置づけ、生涯ｽﾎﾟｰﾂ社会づくりへの貢献

＊府民等多くの方々の参画による大阪の活性化

概要

◇H23年度に、東京ﾏﾗｿﾝに匹敵する府民参加型の大規模ﾏﾗｿﾝを開催することによ

り、大阪を盛り上げ、「元気な大阪」「笑顔あふれる大阪」の実現をめざす。そのﾙｰﾄ

は、大阪の「見どころ」をふんだんに取り入れ、大阪の都市魅力を内外に発信する

機会とする。H22年度はその準備を行う。

ねらい



G 水都大阪（ライトアップと水辺のにぎわい創出）

【府文部】大阪の都市魅力の創造のための戦略策定、大阪の都市魅力をｱｯﾌﾟさせ

る各種ｲﾍﾞﾝﾄの開催（水都大阪2009の開催）

【都整部】水都大阪2009の開催に向け、水辺の賑わい施設等の整備を推進

H21部局長
マニフェスト

＊水の回廊全体への取組みに発展させるため、木津川、土佐堀川においても実施

＊全体像は、大阪光のﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ（作成中）で示す

備考

内 容項 目

◇光とにぎわい軸の形成

＊誘客効果の高いｴﾘｱである中之島ｿﾞｰﾝ2ｴﾘｱを選定し、より一層のにぎわいを図

るため、同ｴﾘｱの橋梁や護岸のﾗｲﾄｱｯﾌﾟ（環境整備含む）等を集中的に実施すると

ともに、各ｴﾘｱを緑と光でつなぎ、中之島の光とにぎわい軸を形成する。

①中之島東部ｴﾘｱ（八軒家浜、天満浜） ②中之島西部ｴﾘｱ（中之島ﾊﾞﾝｸｽほか）

＊ﾗｲﾄｱｯﾌﾟ：大川・土佐堀川・堂島川・木津川（水辺・桜）、天満橋、堂島大橋 ほか

＊景観整備：堂島川、土佐堀川、安治川、木津川

＊ｲﾍﾞﾝﾄ等の誘客促進策を実施

概要

◇今年の「水都大阪2009」は、52日間の来場者数が当初目標100万人を大きく上回

る190万人に達し、大阪の魅力の創造・発信の機会となった。この成果を活かし、来

年度も、大阪の都心部を囲む「水の回廊」を舞台に、まちの魅力を際立たせるため

のﾊｰﾄﾞ整備（景観創出）とﾗｲﾄｱｯﾌﾟ、水辺のにぎわい創出のｲﾍﾞﾝﾄ展開等で水都大

阪のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化を進める。

ねらい



H パブリックアートのまち大阪（おおさか全体をｶﾝｳﾞｧｽに）

【府文部】大阪の都市魅力の創造のための戦略策定、大阪の都市魅力をｱｯﾌﾟさせ

る各種ｲﾍﾞﾝﾄの開催

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

＊ｶﾝｳﾞｧｽｱｲﾃﾞｱ募集事業

・大阪のどこで、どんなﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄを展開したいか、広く府内外のｱｰﾃｨｽﾄからｱｲﾃﾞ

ｱを公募。有名ｱｰﾃｨｽﾄに選考への参画と事業全体の監修を依頼

＊ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄ府内展開事業

・場所や協力先を調整するとともに、公募ｱｲﾃﾞｱの中から該当作品を選定

＊“ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄのまち大阪”発信事業

・内外への発信力を高めるとともに、新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽに結びつけるため、ﾈｯﾄｻｲﾄ

等を活用し、制作過程からﾋﾞｼﾞｭｱﾙに発信

概要

◇府内のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｽﾍﾟｰｽをｶﾝｳﾞｧｽに見立てて、ｱｰﾃｨｽﾄが描きたい、作りたい場所

にｱｰﾄ作品を制作してもらうことを通じ、“ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｱｰﾄのまち大阪”を実現。これによ

り、若い力とﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽを関西に生み出すとともに、まちのｽﾃｲﾀｽを高め、新たな

都市魅力として発信する。

ねらい



I 先進的がん医療

H21部局長
マニフェスト

＊ＢＮＣＴ：ホウ素中性子捕捉療法、ＢＮＣＴ 研究会（H21.10.28設置）備考

内 容項 目

◇産学官が連携した協議組織の設置。先端的がん医療拠点の実現に向けた取組
み

＊ﾎｳ素中性子捕捉療法研究会（ＢＮＣＴ研究会）において、ＢＮＣＴ実用化に向けた
諸課題の検討（医療機器関連企業、医薬品関連企業、大阪府、熊取町、京大、阪
大、府大等で構成）

＊BNCT対応型小型加速器やBNCTに用いるﾎｳ素薬剤を高品質で大量に作製でき
る技術等が開発され、治験開始に向けた準備が進められているなど、研究の進捗
にあわせたがん治療研究・実用化に向けた取組みを加速

◇産学官連携による創薬・医療機器研究開発の支援

＊“関西ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙｸﾗｽﾀｰ”の発展をめざし、産学官連携の創薬・医療機器開発に
取り組むﾊﾞｲｵﾍﾞﾝﾁｬｰやものづくり中小企業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出を支援

◇府立成人病ｾﾝﾀｰの建替えの具体化

概要

◇ 「がん医療日本一」をめざす。そのため、西日本のがん拠点病院である大阪府
立成人病ｾﾝﾀｰの建替えの具体化に加え、大阪発の先端的がん治療法として将来
的に有望なBNCTの実用化に向けた研究支援、創薬・医薬機器開発に取り組むﾊﾞｲ
ｵﾍﾞﾝﾁｬｰやものづくり中小企業の支援など、産学官連携による「先進的がん医療」
実現に向けた取組みを進める。

ねらい



J 障がい者雇用日本一

【福祉部】福祉施設からの一般就労の促進（数：府内600人、率：30人に１人）

【商労部】障がい者雇用促進ｾﾝﾀｰ開設、障がい者雇用促進のための条例制定

【教育】障がいのある児童生徒の教育環境の整備、障がいのある生徒の就労支援

H21部局長
マニフェスト

＊中期（3ヵ年程度）目標＝府内の法定雇用率達成企業割合 50％備考

内 容項 目

◇全国初となるｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与、部局間連携による情報システムの一元化の取組

みにより、障がい者雇用を促進

＊新規設立の特例子会社や重度障がい者多数雇用事業所に対するｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの

付与

＊障がい者雇用促進ｾﾝﾀｰ機能の強化

・雇用ﾉｳﾊｳを持たない中小企業への専門家の長期派遣

・重度・知的・精神障がい者の雇用ﾓﾃﾞﾙ開発事業 など

＊福祉部、商工労働部、教育委員会が有する企業求人情報及び障がい者求職情

報などを一元化し、より効果的・効率的に活用するﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸｼｽﾃﾑの構築

概要

◇全国初の「障害者の雇用の促進等と就労の支援に関する条例」の施行（H22.4）

による企業等への動機づけに加え、「依頼」「働きかけ」というこれまでの行政手法

から一歩踏み出し、具体的なﾒﾘｯﾄやｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを提示して、企業等の障がい者雇用

を促進する。

ねらい



K 産業人材の確保

【商労部】中小企業の魅力発信力、採用力、育成力の強化による労働者定着率向

上に向けた事業、若者の意識（大企業志向など）改革事業、企業ﾆｰｽﾞに即した職業

教育、訓練事業の実施

H21部局長
マニフェスト

府民文化部、教育委員会、商工労働部の連携が不可欠備考

内 容項 目

◇新卒未就職者、卒業見込み未就職者を新たに対象。これまで個々の学校におけ

る就職支援の取組みに委ねられていたが、新卒者等のｽｷﾙｱｯﾌﾟと中小企業の魅力

発信を「一貫」「連続」して行い産業人材の育成・確保を図る

◇実施メニュー（例）

＊企業魅力ｱｯﾌﾟ支援

・企業対象のＰＲ手法ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ、中小ものづくり企業のＰＲｾﾐﾅｰ

＊会社説明会、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

・社長熱弁説明会、企業へ出向くﾊﾞｽﾂｱｰ、社長が仕込む「企業内職場体験研修」

＊社会人基礎力等の涵養

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰなど社会人基礎力の養成

概要

◇ものづくり中小企業が若年世代の人材を確保できるよう、府立高校・私立高校な

どの学校現場と直結した取組みとして、卒業見込未就職者と新卒未就職者（6ヶ月

以内）（約1万4千人）をﾀｰｹﾞｯﾄに設定し、社会人基礎力の涵養やｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ、ﾏｯﾁﾝ

ｸﾞなどをﾊﾟｯｹｰｼﾞ化して取り組む。

ねらい



L 泉北ニュータウン再生

【住まち部】公的住宅の今後のあり方、次世代につながる住まいとまちづくり（良好

な地域ｺﾐｭﾆﾃｨの形成、公的住宅管理戸数の方向性とりまとめ）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

◇府市・関係機関による調整・推進のための体制を構築し、総合的な再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

を推進

＊低需要や耐震化が困難な府営住宅の管理戸数の削減などにより創出した用地

を地域活性化に資する用途に転換

＊地区ｾﾝﾀｰの活性化

＊泉北高速鉄道等の公共交通の利便性の向上

◇鉄道沿線を含め、広域的なまちづくりの視点をもってﾆｭｰﾀｳﾝ再生に取り組む

◇地域の豊富な人的資源と民間活力の積極的な活用を図る

概要

◇地元堺市と連携して、人口の高齢化、公的賃貸住宅の需要低下や老朽化、地区

ｾﾝﾀｰの機能低下により、ｵｰﾙﾄﾞﾀｳﾝ化が進む泉北ﾆｭｰﾀｳﾝの再生と住宅団地の再

整備を図り、全国の郊外型ﾆｭｰﾀｳﾝ再生のﾓﾃﾞﾙを提示する。
ねらい



M 大阪の地域力再生

【府文部】 「地域力再生に向けた取組方針（案）」の策定とﾓﾃﾞﾙ事業実施

【府文部、危機管理、都整部、環農部、教育】公立小学校運動場の芝生化、教育ｺ
ﾐｭﾆﾃｨづくり、総合的治安対策、地域住民主役の防災まちづくり等

H21部局長
マニフェスト

・引き続き、「校庭の芝生化」は実施予定備考

内 容項 目

◇地域力再生支援事業（実施ﾒﾆｭｰ（例））

＊小学校に整備される活動拠点を活用し、これを核にして各部が連携し、事業を

実施（ Ｈ22年度は、学校支援地域本部の活動拠点整備（別掲）の活用を検討）

・治安・防犯（地域安全ｾﾝﾀｰ、少年補導ｾﾝﾀｰのｲﾆｼｬﾙ資機材等（看板、活動物

品等）ﾘｰﾀﾞｰ育成など）

・防災（自主防災組織の組織化・活動に必要な資機材（例：防災用資機材）など）

・高齢者の見守り（一人暮らし高齢者の地域災害時支援ﾏｯﾌﾟ作成など） 等

＊地域力再生に向けたﾓﾃﾞﾙ事業に取り組む市町村に対する支援（立ち上げ経費）

◇地域力再生の気運づくり

＊地域課題解決の先進事例の情報提供等（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの活用、発表の場の設定）

概要

◇“校庭の芝生化”で萌芽しつつある動きを本格化させ、少子高齢化社会を乗り切
る地域力の再生をめざす。H22年度においては、小学校を核として、住民主体のｿﾌ
ﾄ事業（教育、福祉、治安、防災など部局横断による多様な取組み）が本格的に広
がるよう、初期投資に限定して支援する。

（本来、地域活動支援は市町村の役割だが、「校庭の芝生化」による施策効果を具
現化し、“府内一斉展開”をめざす期間限定措置として実施するもの）

ねらい



N 市町村への乳幼児医療費支援

【福祉部】 「こども・未来ﾌﾟﾗﾝ後期計画（次世代育成支援行動計画）」の策定（子ども

の将来像・発達目標を設定し、各成長段階に応じた取組み推進など）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

◇事業概要

＊通院にかかる就学前医療費助成の拡充支援

◇実施時期 H22年度～（期間限定）

〔現 状〕

・3歳未満実施：3市（四條畷、守口、池田）

・4歳未満実施：11市町（交野、門真ほか泉州地域9市町）

概要

◇ 「子育て日本一・大阪」の実現に向け、次世代育成の観点から、府民の子育てを

積極的にｻﾎﾟｰﾄするため、市町村が行う乳幼児医療費助成について、就学前まで

の助成を府内全域で実施できるよう、市町村への支援を行う。

ねらい



O-1 援護を要する子どもたちへのｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ （新生児～乳幼児期）

【福祉部】 「こども・未来ﾌﾟﾗﾝ後期計画（次世代育成支援行動計画）」の策定（子ども

の将来像・子育て目標を設定し、各成長段階に応じた取組み推進など）

H21部局長
マニフェスト

＊在宅で人工呼吸等を行っている児童 約900名

＊長期入院児（6ヶ月以上）100名程度、府内のNICU230床

＊NICUの恒常的満床状態の解消（救急受入が可能に）

＊府が先駆的に取り組むことで、国の診療報酬改訂に大きな影響を与える（意欲あ

る周産期医療機関や地域の小児科医において在宅支援への取組み促進）

備考

内 容項 目

◇母子保健総合医療Cの機能強化のための初期投資であり、全国の在宅支援のﾓ

ﾃﾞﾙとなる取組み

＊地域療育支援施設（中間施設）設置ﾓﾃﾞﾙ

・NICU（新生児集中治療室）等から在宅移行するため中間施設を母子医療Cに設置

し、在宅医療への円滑な移行を支援

＊NICU等長期入院時在宅移行ﾚｽﾊﾟｲﾄ支援

・長期入院していた児童と同居する家族への時間的・精神的負担を軽減するため、

児童を医療機関（府内4病院）で一時預り（2～4週間程度）

概要

◇今年度末に策定する「こども・未来ﾌﾟﾗﾝ後期計画」の重点事業として、法体系上手

薄になっている、ハイリスク児など「医療ｹｱが必要な子どもたち」への在宅支援促進

を全国初の取組みとして推進する。

ねらい



O-2 援護を要する子どもたちへのｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ（就学児童）

【福祉部】 「こども・未来ﾌﾟﾗﾝ後期計画（次世代育成支援行動計画）」の策定（子ども

の将来像・子育て目標を設定し、各成長段階に応じた取組み推進など）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

◇既に府立支援学校生徒の学童保育受入れを実施している市町村の先駆的取組

みを府内全域に波及させるためのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞとする

＊支援学校児童の新たな学童保育受入れに伴う体制整備などの居場所づくり（新

たに受け入れる小学校に対する期間限定のﾓﾃﾞﾙ事業として定額補助を行う）

＊学童保育を利用できない小学部生徒 約190人（支援学校小学部入学前に保育

所へ通っていた約310人中、約6割が学童保育に入会できていない）

◇施設に入所した子どもたちの学習習慣を定着させるため、学習支援策を講じる

＊新規入所児童数約170人（26施設）

概要

◇自宅から離れた府立支援学校に通学する子どもたちは、どうしても地域とのつな

がりが希薄。過半数の子どもが、地域で友達もおらず孤立している状況。これを改

善するため、地域の小学校の学童保育で、支援学校児童が受入れられるよう、未

実施市町村への支援を行う。また、虐待を受けて児童養護施設等で生活している

子どもたちに学習面で遅れが生じないよう、個別に学習指導を行う。

ねらい



P 中学校の学力向上策

【教育】一人ひとりの子どもたちに確かな学力を育むため教育内容の充実（学力ﾃｽﾄ

や単元別ﾃｽﾄの活用促進、反復学習等の取組み促進、「おおさか・まなび舎」の拡

充、自学自習ﾜｰｸﾌﾞｯｸの充実・活用、3つの朝運動の推進）

H21部局長
マニフェスト

＊「全国学力・学習状況調査」は、今後、国において制度改変の可能性がある備考

内 容項 目

＊学力向上ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置（対象：学力強化が必要な207校）

・学力向上を図るため、学習指導や生徒指導などを総合的に調整する学力向上ｺｰ

ﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置

＊ﾌﾚｯｼｭ校長塾（対象：1～3年目の校長）

・教育Cにおいて、企業人材等を講師に招き、ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

＊授業力の向上（対象：府内291校）

・教職経験年数少ない教員を中心に授業力を向上

＊授業力ICTｻﾎﾟｰﾄ事業（対象：府内291校）

・e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ（情報技術を活用した学習）による教職員研修

＊学校支援地域本部の活動拠点を小学校区に整備

概要

◇直近の「H21年度全国学力・学習状況調査」の結果は、3年連続全国平均以下。

来年度は、学力向上の兆しをみせた小学校に比べ、依然伸び悩む中学校の学力

向上にﾎﾟｲﾝﾄを絞り、基礎基本の徹底をはじめ、規則正しい生活習慣を身につける

生徒指導などの取組みを重点的に推進。同調査において、全国平均をめざす。

ねらい



Q 府立高校特色づくり

【教育】 「入ってよかった」と言われる府立高校づくりに向けて、新たな特色づくりの

基礎を築く（今後設置をめざす「進学指導特色校」「体育科」「専門ｺｰｽ」「教育ｾﾝﾀｰ

附属研究学校」の設置対象校名と事業概要を示す）

H21部局長

マニフェスト

備考

内 容項 目

◇H23年度開校に向けた準備

＊進学指導特色校（10校）の整備

・10校共通の進路支援ｼｽﾃﾑ、共通教材等の開発

＊教育ｾﾝﾀｰ附属研究学校の整備

・授業研究・適応指導等のための環境整備

＊体育科の充実

・新たに体育科を設置する摂津高校等の教育環境を整備（ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ整備等）

＊中高連携教育の充実（※今年中に対象校を決定）

概要

◇大阪の子どもたちには、自分の興味や資質などに理解を深め、英数理国社だけ

でなく、自分のやりたいことを見つけてもらいたい。こうした思いから、府立高校にお

いて、幅広い進路選択を可能とする特色づくりを推進し、「入れる学校」から「入りた

い学校」、そして、「入ってよかった学校」づくりをめざす。

ねらい



R 府立支援学校の整備

【教育】障がいのある児童生徒の教育環境の整備（府立支援学校の教育環境の整

備：豊能・三島地域における新校整備に着手、H22年度に新校整備着手する地域を

12月に示す）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

＊新校の整備

・府内4地域について、順次整備。H22年度は、3地域（3校）の基本設計等を実施

①豊能・三島地域（鳥飼高校）：基本設計

②府内3地域中の2地域：基本計画

※なお、整備地域については、H21年中に決定予定

＊仮校舎の運営費

・府内4地域の仮校舎（4校）の維持管理等

概要

◇知的障がいのある児童生徒数の増加に伴い、府立支援学校の大規模化が進ん

でおり、教育環境の整備が緊急の課題。これを改善するため、府内4地域における

支援学校の整備を推進する。

ねらい



S-1 公私立高校生ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ（府立高校の授業料無償化）

H21部局長

マニフェスト

＊現在の府立高校の授業料水準は、H12年度以降144,000円と設定し、地方交付税

単価相当分（118,800円）との差額分については、府立高校の特色づくり（学校情報

ネットワーク化など）や教育環境の整備のための財源として活用してきた

備考

内 容項 目

◇国の制度改正の動向を見極めながら、府立高校の授業料無償化に向け、具体

的な制度設計を行う
概要

◇国において全国一律に実施される「公立高校の実質無償化」の動向にあわせ、

府立高校の授業料無償化を図る。
ねらい



S-2 公私立高校生ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ（私立高校生ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ）

【政企部】公立、私立にわたる大阪の高校教育のあり方を検討し、一定の姿を示す

【府文部】経済的理由で夢をあきらめることのないよう、低所得者層の高校就学を支

援（国の緊急経済対策の活用検討、保護者負担の公私間格差是正に向けた課題

抽出、大阪府育英会奨学金の「滞納ｾﾞﾛ作戦」による貸付資金の確保）、公私の切

磋琢磨による教育の質の向上（「あり方」を踏まえ検討）

H21部局長
マニフェスト

備考

内 容項 目

◇学費設定など、私立高校サイドに対する一定の条件を課した上で、私立高校に

通う低所得世帯の生徒に対し、ｾｰﾌﾃｨネット策の強化を図る
概要

◇家庭の経済的事情によって高校就学を断念する生徒が出ないよう、国の新たな

制度を活用しながら、現下の厳しい雇用経済情勢のもとで、府としての緊急対策と

して、低所得者層に対するｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ策を講じる。

（公私教育のあり方については、引き続き、H23年度に向け、供給者側ではなく、生

徒・保護者側の視点に立ち、保護者負担格差是正と公私受け入れ比率などの課題

を検討する）

ねらい



備考

【総務部】市町村への特例市並みの権限移譲実施（22年度からの3年間で102事務、

約1,300条項の新規移譲を実施）、権限移譲実施計画を政令市を除く府内41市町村

において策定

H21部局長
マニフェスト

内 容項 目

◇全市町村に特例市並の権限移譲を実現

＊H22～24年度（集中取組期間）に特例市並の事務移譲をめざす

＊府でなくては担えない事務を除く、全ての事務を市町村へ移譲することが最終目

標

◇新たな財政支援措置

＊事務の受入れに必要となる市町村の体制整備を積極的に支援

・1団体当たり1億円を上限（3ヵ年計）に支援（受入事務数、難易度、受入時期などを

総合的考慮 ※政令市除く）

概要

◇H22年度～24年度で府内市町村に特例市並みの大幅な事務移譲を実現するた

め、新たな仕組み（財政措置・人的支援）を構築し、全国をﾘｰﾄﾞする大阪発の“地方

分権改革”を強力に推進する。

ねらい

T 市町村への分権支援


